
人

世帯

人

世帯

 設立年月日　昭和48年4月1日

 債務保証額　　5,000,000千円

（ 長期借入金　   475,040千円 ）
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円

公

営

事

業 人

の 円

状 円

況 円

1,295,707

230,391

15

 介護保険事業 無

△ 46,568

 後期高齢者医療事業 無

26,494 219,755 2

被保険者一人当たり費用

被保険者一人当たり

　保険税調定額 140,238

246,999

40,786

1

一世帯当たり保険税調定額

 国民健康保険事業 無

367,457 1,308,489 12

 駐車場整備事業 無

87,074 215,000

被保険者数

2

加入世帯数

世帯

23,157

 農業集落排水事業 無

0 32,456

下

水

道

事

業

 公共下水道事業 無

19 1,548,367 19

 特定環境保全

 公共下水道事業

無

21 278,702

0

736,427 79,997 39

18

千円

367,457

普通会計からの繰入額

1,308,489

 宅地造成事業 無

23,167 275,384

収　 支 　額

(  28人 )

477,000

 上水道事業 有

千円 千円 人

区 分

国民健康保険

事業会計

職員数 議会議員 平成27年 4月1日事    業    名

法適用

の有無

収支額

普通会計から

の繰入額

千円

実質単年度収支

291,501269,055

実質赤字比率

3,877,021 3,425,883

　(　 ) 内は単年度

723,146699,441

特          別          職          等

改定実施年月日

923

積立金取崩し額（財調） Ｉ

繰上償還金 （転貸債､公共用地先行

　取得債､公共債を除き任意に行ったもの）

Ｈ

　臨時財政対策債

　発行可能額

第2次

165,509 318,900

円千円

2,078 119,934 人 区    分 第1次

国調％

2,702,7373,177,580

（平成27年4月1日現在）

％ 6.9

土地開発公社

　財政力指数 1.19

人口密度

86.01 k㎡ 1,979 人/k㎡

人

人

k㎡

 うち一般行政職

区      分

国

平成22年

178,691

平成17年

170,250

　一般職員

人

86.01

5.0 ％ 0.0 ％ 5.0

住

民

基

本

平 成 （ 26 ） 年 度
市町村名

決 算 状 況
所  在  地

区                分

台

　

帳

人      口 面      積

232122

産    業    構    造

　　安城市桜町18番23号

市町村類型 Ⅳ－０

(26)年度交付税

種地区分

Ⅰ－５

安  城  市 コード番号

(平成17年10月1日)

調

増  加  率

第3次

(平成22年10月1日)

人/k㎡

53.2％

17年

指定団体等の状況

51.2％

区　　　　　　　　分 平成（25）年度 平成（26）年度 指  数  等区 分

46,609人

184,892  

71,201  

183,765  

70,220  

27.1.1

26.1.1

1 歳入総額 Ａ

千円

63,404,589

30,364,29060,912,52759,527,568

24,245,733

　基準財政需要額

千円千円

64,338,410

　基準財政収入額

千円

3 Ｃ歳入歳出差引額

Ａ－Ｂ　

2 歳出総額 Ｂ

5 Ｅ実質収支

Ｃ－Ｄ　

4 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

千円

千円

(1.25)

-

39,691,797

　標準税収入額等

千円

39,691,797

　標準財政規模

9

千円

17,765,435

29,473,471

6 単年度収支 Ｆ

7 積立金（財調） Ｇ

0

 後期高齢者医療事業

 地方債現在高

1.3

－

10 Ｊ

1,667,171 109,475

職員数    Ａ

612,300

 土地開発基金

％

2.1

 収益事業収入額

－

健

全

化

判

断

比

率

将来負担比率

一人当たり

支給月額　Ｂ/Ａ

0 0

給料月額    Ｂ

一　　　般　　　職　　　員　　　等

40

519

区 分

280,102 291,166962

合      計

　教育公務員

39 283,256

11,328 283,200

(  　2人 )

平成27年 4月1日

平成27年 4月1日

846,000

744,000

 うち技能労務職 市　   長

　臨時職員

 うち消防職員

572,000

11,047

平成27年 4月1日

平成27年 4月1日

平成27年 4月1日議会副議長

副 市 長

教 育 長

議会議長

－連結実質赤字比率

529,000

　一人当たり

　　平均給料(報酬)月額

6,880,168

1,034,000

人口集中地区人口

2,397人

2.8％

2,946人

就

業

人

口

22年

国調 3.3％

 中部圏開発整備法

 　都市整備区域

 財源超過団体

 常備消防

昭和42年4月1日碧

海郡桜井町を編入

昭和27年5月5日

昭和40.10.1以降

の合併状況

市町村制施行

年月日

112,230 人

事務の共同処理の状況

45,532人

実質公債費比率

 ( 3か年平均 )

8

37,657人

44.0％

40,080人

44.7％

 うち

　財政調整基金

　実質収支比率

％

6.8

0

△ 474,843

584,3181,631,110

36,061

 積立金現在高

　(財調､減債､特定目的)

 債務負担行為額

17,782,073

　公債費比率

％



％

( )

千円

千円

100

75

内

訳

徴

収 ％ ％ ％

率

内

　

　

訳

指定金融機関名 碧海信用金庫

歳                                        入 性          質          別          歳          出

市町村名 安    城    市 類型 Ⅳ－０

区　　　　分 経常一般財源

経常

収支

比率

区　　　　分 決　算　額 構成比決　算　額 構成比 経常一般財源 一般財源構成比

8,182,056

％ 千円 ％千円 ％ 千円

地 方 税 39,190,640 60.9 36,864,246 90.6 人 件 費 13.4 7,220,181 7,205,276 17.7

千円 千円 ％

12,608,176

1.2 うち職員給 5,749,140 9.4

扶 助 費 20.7 4,892,496 4,868,375 12.0

4,826,715 4,826,715 11.9

株式等譲渡所得割交付金 177,225 0.3 177,225 0.4

0.7

4.3

地方譲与税 484,035 0.8 484,035

利子割交付金 86,427 0.1 86,427 0.2

2,552,216 2,552,216

2,552,219 2,552,219 6.3

6.3

地方消費税交付金 2,330,041 3.6 2,330,041 5.7 3 0.0 3

2,643,786元利償還金

一時借入金利子

公 債 費 2,643,789 4.3配当割交付金 272,533 0.4 272,533

10,935,760

3 0.0

ゴルフ場利用税交付金 小 計 23,434,021

特別地方消費税交付金 物 件 費 18.0 8,420,460 7,185,485 17.7

14,664,896 14,625,870 36.038.4

地方特例交付金 116,617 0.2 116,617 0.3

0.3 維持補修費 1,049,632 1.7軽油・自動車取得税交付金 121,212 0.2 121,212

10.0 5,821,571補助費等 6,081,529 11.5

984,687 984,687 2.4

4,687,988

特別交付税 52,076 0.1 繰 出 金

地方交付税 52,076 0.1

0.5 80,908

2,255,1152,367,854 3.9積 立 金

6,139,175 10.1 5,586,026 2,594,431 6.4

小 計 42,830,806 66.6 40,452,336 99.4 前年度繰上充用金 経常収支比率

普通交付税 投資・出資金､貸付金 287,462

73.9

分担金及び負担金 180,272 0.3 うち人件費 467,490 0.8 377,490 73.9

交通安全対策特別交付金 31,777 0.0 31,777 0.1 投資的経費 10,617,094 17.4 6,105,112

（ ）内は､減税補填債及び臨

時財政対策債を経常一般財

源等から除いた比率手 数 料 331,834 0.5 28,573 0.1 補助事業 4,622,144 7.6 572,482

使 用 料 1,346,270 2.1 94,316 0.2 普通建設事業費 10,617,094 17.4 6,105,112

国有提供交付金 国直轄･県営事業 164,426 0.3 147,331 経常経費充当一般財源

国庫支出金 7,878,065 12.2 単独事業 5,830,524 9.6 5,385,299

30,078,461

財産収入 399,295 0.6 失業対策事業費 一般財源総額

県支出金 3,372,509 5.2 災害復旧事業費

43,918,775

繰 入 金 37,854 0.1

寄 附 金 132,551 0.2

諸 収 入 2,189,656 3.4 76,054 0.2

繰 越 金 3,877,021 6.0

100.0 43,918,775

市　　　　　　町　　　　　　村　　　　　　税 目          的          別          歳          出

合 計 64,338,410 99.9 40,683,056

地 方 債 1,730,500 2.7

100.0 合 計 60,912,527

決　算　額 構成比 充当一般財源×

超過課税分

収入済額

区　　　　分

千円 ％ ％

区　　　　分 決　算　額 構成比 増減率

％ 千円千円 千円

0.9

6,167,356 10.1

千円

普　 通 　税 36,863,037 94.1 4.2 36,642,968 議 会 費 520,549 520,549

5,720,861

法人分 5,773,806 14.7 21.2 5,530,524 民 生 費 21,189,523 34.8

5,654,465

11,892,464

個人分 13,017,046 33.2 2.1 13,342,659 総 務 費

0.4

6,517,905 10.7

256,761

固定資産税 16,273,714 41.5 1.2 16,031,291 衛 生 費

市町村

民税

軽自動車税 292,863 0.7 3.5 286,883

1,505,608 3.8 △ 1.0 1,451,612 農林水産業費

労 働 費 258,161

鉱 産 税 商 工 費 562,862 0.9

751,217835,514 1.4

337,283

市町村たばこ税

特別土地保有税 土 木 費 10,883,089 17.9

1,965,246 3.2

6,668,817

法定外普通税 消 防 費

目　 的　 税 2,327,603 5.9 2.2 教 育 費

1,907,651

7,656,4889,368,533 15.4

4.3 2,552,2192,643,789

0.0 00

公 債 費

2.0 災害復旧費

内

　

訳

入 湯 税 1,209 0.0

水利地益税等

都市計画税 2,326,394 5.9

事業所税

諸支出金 0 0.02.2 0

0.0 0

合 計 60,912,527

前年度繰上充用金 0

旧法による税

合 計 39,190,640 100.0 4.1 36,642,968

市

町

村

民

税

個

人

分

均等割 3,500円

400,000円

(8号)

160,000円

(7号)130,000円

均等割

(1号)

(3号) 410,000円

所得割

対する比率

標準税率に

(4号)

(2号)市

町

村

民

税

法

人

分

固定資産税

(5号)

99.5

96.4

120,000円

97.9

1,750,000円

(6号)

150,000円 99.2 23.3

21.0 95.2

50,000円

ラスパイレス指数　 99.0

固定資産税

1.4/100

1.0 3,000,000円(9号)

合 計

法人割

  （～H26.9.30） 12.3/100

（H26.10.1～）   9.7/100

基準

税額

99.0

29.3

市町村民税

100.0 43,918,775

適          用          税          率          の          状          況

区          分 現年課税分 滞納繰越分 合      計


